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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第105期

中間連結会計期間
第106期

中間連結会計期間
第105期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 (百万円) 21,277 31,817 52,982

経常利益 (百万円) 1,020 1,418 2,525

親会社株主に帰属する中間(当
期)純利益

(百万円) 767 937 3,717

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 1,330 799 4,976

純資産額 (百万円) 26,341 29,437 29,356

総資産額 (百万円) 51,050 55,792 58,010

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 62.29 77.57 301.69

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 51.6 52.8 50.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 261 3,282 △798

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,299 434 245

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,055 △3,362 1,120

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 7,747 8,490 8,439
 

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営む主な事業の内容について、重要な変

更はありません。

なお、当社は、2025年４月１日をもって当社の連結子会社であるファーレ株式会社を吸収合併しております。ま

た、当社の持分法適用会社である藤倉化成塗料（天津）有限公司および藤倉化成（佛山）塗料有限公司は、2025年７

月25日をもって解散を決議しました。現地法律に従った必要手続きが完了し次第、解散及び清算する予定です。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1)財政状態及び経営成績の状況

 
当社グループは、サステナブルな社会の実現と企業価値の向上を目指した中期経営計画「KBKプラスワン2025」の

最終年度を迎える中で、計画で掲げた戦略に沿って事業ポートフォリオの最適化を図ると共に、新規事業分野へリ

ソースを配置するなど事業基盤の強化を進めてまいりました。その結果、連結業績は順調に改善しており、また、計

画していた総額50億円のM＆A投資についても、昨年度に汎用プラスチック・エンジニアリングプラスチック事業を

担っている株式会社三幸商会及び船舶補修部品事業を担っている株式会社ウエルストンの買収を実行し、それぞれ当

社グループの連結業績に寄与しております。

当中間連結会計期間（2025年４月～９月）の当社グループの業績は、売上高、営業利益共に前年同期比で大幅に伸

長し、期初における当社の想定を上回って推移しました。昨年度にグループ入りした株式会社三幸商会及び株式会社

ウエルストンの業績が寄与したことに加え、海外向けプラント機器事業、資源・計測機関連事業などが好調であった

ことにより増収増益となりました。また、営業外損益においては、持分法投資利益の増加などが寄与したことによ

り、経常利益も前年同期比で大きく伸長しました。さらに、前年同期に計上した減損損失が当期には発生しなかった

ことなどにより、特別損益が改善した結果、親会社株主に帰属する中間純利益も前年同期比で増益となりました。

 
当中間連結会計期間の業績結果は以下の通りです。

 
2025年３月期

中間連結会計期間

2026年３月期

中間連結会計期間
増減額

売上高 212億77百万円 318億17百万円 ＋105億40百万円

売上総利益 48億63百万円 58億37百万円 ＋９億74百万円

営業利益 ７億96百万円 12億75百万円 ＋４億78百万円

経常利益 10億20百万円 14億18百万円 ＋３億97百万円

親会社株主に帰属する

中間純利益
７億67百万円 ９億37百万円 ＋１億69百万円
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セグメント業績につきましては次のとおりであります。

 
産業設備関連部門

 

 
2025年３月期

中間連結会計期間

2026年３月期

中間連結会計期間
増減額

売上高 57億１百万円 81億12百万円 ＋24億10百万円

営業利益 ２億95百万円 ５億23百万円 ＋２億27百万円
 

 
産業インフラ関連事業では、海外プラント向け重電機器が昨年度に引き続き好調を維持しました。この他、資源掘

削・探査関連事業に加え、航空宇宙・防衛関連事業も伸長しました。加えて、欧州地域におけるリチウムイオン電池

事業は、需要の増加を背景に増益となりました。

 
 
産業素材関連部門

 

 
2025年３月期

中間連結会計期間

2026年３月期

中間連結会計期間
増減額

売上高 68億18百万円 138億91百万円 ＋70億72百万円

営業利益 １億40百万円 ３億28百万円 ＋１億87百万円
 

 
　機能素材関連事業では、前年度に連結子会社化した汎用プラスチック・エンジニアリングプラスチック事業が業

績に寄与しました。また、生活・環境関連事業においても、旺盛な需要を背景とした航空機向け接着剤の追加受注

などにより、堅調に推移しました。

 
 
機械部品関連部門

 

 
2025年３月期

中間連結会計期間

2026年３月期

中間連結会計期間
増減額

売上高 87億56百万円 98億14百万円 ＋10億57百万円

営業利益 ３億55百万円 ４億18百万円 ＋63百万円
 

 
　精密ファスナー（ねじ類）関連事業は、引き続き堅調に推移したことに加え、前年度に連結子会社化した船舶補

修部品事業の業績が寄与しました。特殊スプリング関連事業もコンストン（定荷重ばね）などの製品が貢献し、業

績が改善しました。

 
当グループの当中間連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ22億17百万円減少

し、557億92百万円となりました。その主な要因は、受取手形・売掛金及び契約資産が28億20百万円減少したことな

どによるものです。

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ22億98百万円減少し、263億55百万円となりました。その主な要因

は、短期借入金が48億84百万円減少したことなどによるものです。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ81百万円増加し、294億37百万円となりました。その主な要因

は、利益剰余金が92百万円増加したことなどによるものであります。
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(2)キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ50百万円増加し、84億90百万

円となりました。増減要因は以下のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、32億82百万円の収入(前年同期は２億61百万円の収入)となりました。こ

れは主に、税金等調整前中間純利益15億76百万円を計上したこと、売上債権が26億３百万円減少したことなどによ

るものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、４億34百万円の収入(前年同期は12億99百万円の収入)となりました。こ

れは主に、定期預金の払戻しによる収入が３億46百万円あったこと、投資有価証券の売却による収入が２億39百万

円あったことなどによるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、33億62百万円の支出(前年同期は10億55百万円の支出)となりました。こ

れは主に、借入金の返済による支出が50億54百万円あったことなどによるものであります。

 
(3)経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5)研究開発活動

当中間連結会計期間における当グループの研究開発費の総額は37百万円であります。

主として、産業設備関連部門での地震計関連機器の研究開発を行っております。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2025年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,152,736 12,152,736
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数　100株

計 12,152,736 12,152,736 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 (百万円)

資本金残高
 (百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2025年９月30日 △319,100 12,152,736 － 5,496 － 5,096
 

（注）2025年２月13日付及び2025年９月22日付取締役会決議に基づき、2025年９月30日付にて、319,100株の自己株式の

消却を行いました。これにより、発行済株式総数は、319,100株減少し、12,152,736株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号赤坂イン
ターシティＡＩＲ

1,544 12.83

みずほ信託銀行株式会社
退職給付信託IHI口

同　中央区晴海１丁目８番12号 771 6.40

株式会社三菱UFJ銀行 同　千代田区丸の内１丁目４番５号 401 3.33

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 同　中央区晴海１丁目８－１２ 358 2.97

株式会社ニレコ 同　八王子市石川町2951番地４ 302 2.51

極東貿易取引先持株会 同　千代田区大手町２丁目２－１ 277 2.30

株式会社三井住友銀行 同　千代田区丸の内１丁目１番２号 200 1.66

藤倉化成株式会社 同　板橋区蓮根３丁目20－７ 191 1.59

極東貿易従業員持株会 同　千代田区大手町２丁目２－１ 130 1.08

黒田　孝井 長野県伊那市　 117 0.97

計 ― 4,295 35.69
 

(注) １．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 627 千株

株式会社日本カストディ銀行(信託口)          241 千株

２．「みずほ信託銀行株式会社退職給付信託IHI口」名義の株式771千株は、株式会社IHIが保有する当社株式を

退職給付信託に拠出したものであり、議決権については株式会社IHIが指図権を留保しています。

３．当社は、自己株式117千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

４．株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから2024年７月29日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報

告書の変更報告書において、2024年７月22日現在で以下の株式を共同所有している旨が記載されているもの

の、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式 401 3.09

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式 239 1.84

三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社

東京都港区東新橋一丁目９番１号 株式 78 0.60
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５．三井住友信託銀行株式会社から2024年４月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書

において、2024年３月29日現在で以下の株式を共同所有している旨が記載されているものの、当社として当

中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 株式 120 0.93

三井住友トラスト・アセッ
トマネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 株式　305 2.35

日興アセットマネジメント
株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 株式 182 1.40

 

 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

117,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

119,835 ―
11,983,500

単元未満株式
普通株式

― ―
51,636

発行済株式総数 12,152,736 ― ―

総株主の議決権 ― 119,835 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が400株含まれておりま

す。また、「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式51株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)
極東貿易株式会社

東京都千代田区
大手町２－２－１

117,600 - 117,600 0.96

計 ― 117,600 - 117,600 0.96
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年４月１日から2025年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,834 8,576

  受取手形、売掛金及び契約資産 20,891 18,071

  電子記録債権 3,574 3,494

  商品及び製品 6,749 6,678

  仕掛品 81 134

  原材料及び貯蔵品 645 667

  前渡金 1,513 1,668

  その他 1,535 1,649

  貸倒引当金 △137 △133

  流動資産合計 43,688 40,806

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 1,954 1,979

    減価償却累計額 △1,349 △1,368

    建物及び構築物（純額） 604 610

   機械装置及び運搬具 856 858

    減価償却累計額 △688 △714

    機械装置及び運搬具（純額） 168 143

   工具、器具及び備品 1,264 1,219

    減価償却累計額 △1,073 △1,038

    工具、器具及び備品（純額） 190 180

   リース資産 74 74

    減価償却累計額 △52 △56

    リース資産（純額） 21 18

   使用権資産 351 352

    減価償却累計額 △140 △148

    使用権資産（純額） 211 204

   土地 1,301 1,301

   建設仮勘定 3 7

   有形固定資産合計 2,501 2,466

  無形固定資産   

   のれん 240 214

   その他 201 202

   無形固定資産合計 442 417

  投資その他の資産   

   投資有価証券 9,405 10,269

   その他 1,988 1,849

   貸倒引当金 △15 △15

   投資その他の資産合計 11,377 12,102

  固定資産合計 14,321 14,986

 資産合計 58,010 55,792
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 12,641 12,250

  電子記録債務 2,050 2,217

  短期借入金 ※１  6,577 ※１  1,692

  リース債務 117 124

  未払法人税等 543 636

  契約負債 1,553 1,751

  賞与引当金 380 360

  その他 937 815

  流動負債合計 24,801 19,849

 固定負債   

  社債 100 1,700

  長期借入金 731 1,480

  リース債務 120 103

  長期未払金 65 60

  退職給付に係る負債 1,265 1,225

  繰延税金負債 1,562 1,929

  資産除去債務 6 6

  固定負債合計 3,852 6,505

 負債合計 28,653 26,355

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,496 5,496

  資本剰余金 7,935 7,935

  利益剰余金 10,760 10,853

  自己株式 △277 △151

  株主資本合計 23,914 24,133

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,709 3,251

  繰延ヘッジ損益 8 44

  為替換算調整勘定 2,707 1,989

  退職給付に係る調整累計額 16 18

  その他の包括利益累計額合計 5,441 5,304

 純資産合計 29,356 29,437

負債純資産合計 58,010 55,792
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

売上高 21,277 31,817

売上原価 16,413 25,980

売上総利益 4,863 5,837

販売費及び一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 1,695 1,884

 従業員賞与 52 51

 賞与引当金繰入額 206 271

 退職給付費用 85 84

 減価償却費 128 133

 貸倒引当金繰入額 △2 5

 その他 1,900 2,132

 販売費及び一般管理費合計 4,066 4,562

営業利益 796 1,275

営業外収益   

 受取利息 51 33

 受取配当金 210 196

 持分法による投資利益 35 97

 その他 19 42

 営業外収益合計 317 370

営業外費用   

 支払利息 20 52

 社債発行費 - 40

 為替差損 53 84

 その他 18 49

 営業外費用合計 93 226

経常利益 1,020 1,418

特別利益   

 投資有価証券売却益 108 158

 特別利益合計 108 158

特別損失   

 減損損失 ※１  79 ※１  -

 特別損失合計 79 -

税金等調整前中間純利益 1,050 1,576

法人税、住民税及び事業税 312 577

法人税等調整額 △27 61

法人税等合計 284 639

中間純利益 765 937

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △2 -

親会社株主に帰属する中間純利益 767 937
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

中間純利益 765 937

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △285 542

 繰延ヘッジ損益 △14 36

 為替換算調整勘定 772 △664

 退職給付に係る調整額 15 1

 持分法適用会社に対する持分相当額 77 △53

 その他の包括利益合計 565 △137

中間包括利益 1,330 799

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 1,333 799

 非支配株主に係る中間包括利益 △2 -
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,050 1,576

 減価償却費 180 195

 減損損失 79 -

 のれん償却額 - 26

 持分法による投資損益（△は益） △35 △97

 賞与引当金の増減額（△は減少） △16 △19

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △2

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △47 △37

 受取利息及び受取配当金 △262 △230

 支払利息 20 52

 投資有価証券売却損益（△は益） △108 △158

 契約負債の増減額（△は減少） △261 206

 売上債権の増減額（△は増加） △1,598 2,603

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,427 △160

 前渡金の増減額（△は増加） 732 △157

 未収入金の増減額（△は増加） 249 △331

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 157 249

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,971 △146

 未払金の増減額（△は減少） △61 △70

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △329 △16

 その他 △1 83

 小計 288 3,564

 利息及び配当金の受取額 228 252

 利息の支払額 △19 △53

 法人税等の支払額 △236 △481

 営業活動によるキャッシュ・フロー 261 3,282

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △343 △44

 定期預金の払戻による収入 1,628 346

 投資有価証券の取得による支出 △2 △9

 投資有価証券の売却による収入 121 239

 固定資産の取得による支出 △115 △120

 固定資産の売却による収入 2 -

 差入保証金の増減額（△は増加） 4 △7

 子会社の清算による収入 10 -

 その他 △7 31

 投資活動によるキャッシュ・フロー 1,299 434
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △268 △5,054

 長期借入れによる収入 300 1,100

 長期借入金の返済による支出 △333 △170

 社債の発行による収入 - 1,559

 自己株式の取得による支出 △0 △302

 配当金の支払額 △688 △422

 その他 △65 △72

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,055 △3,362

現金及び現金同等物に係る換算差額 177 △303

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 682 50

現金及び現金同等物の期首残高 7,065 8,439

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  7,747 ※１  8,490
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当中間連結会計期間より、当社の連結子会社であったファーレ株式会社は、当社を吸収合併存続会社とする吸

収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 

 
(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 
 
(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。
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(中間連結貸借対照表関係)

※１　当グループは運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

20,752百万円 17,241百万円

借入実行残高 6,624 1,460 

差引額 14,128 15,781 
 

 
 
(中間連結損益計算書関係)

※１　減損損失

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

場所 用途 種類 減損損失額

東京都千代田区

山梨県山中湖村
共用資産 建物及び借地権 79百万円

 

 
各報告セグメントに分配していない全社資産に含まれる保養所については、売却の意思決定を行ったこと及

び市場価額が著しく下落していたことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。

 
 

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

該当事項はありません。

 
 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

現金及び預金勘定 8,137百万円 8,576百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △390 △86 

現金及び現金同等物 7,747 8,490 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月19日
定時株主総会

普通株式 690 56.00 2024年３月31日 2024年６月20日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月８日
取締役会

普通株式 431 35.00 2024年９月30日 2024年12月９日 利益剰余金
 

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 427 35.00 2025年３月31日 2025年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月12日
取締役会

普通株式 421 35.00 2025年９月30日 2025年12月８日 利益剰余金
 

 
３．株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の取得）

当社は、2025年２月13日付の取締役会決議に基づき、当中間連結会計期間にて自己株式201,300株の取得を

行っております。この結果、当中間連結会計期間において自己株式が302百万円増加しております。

 
（自己株式の消却）

当社は、2025年２月13日及び2025年９月22日付開催の取締役会決議に基づき、2025年９月30日付で自己株式

319,100株を消却いたしました。これにより、当中間連結会計期間において、資本剰余金及び自己株式がそれぞ

れ409百万円減少しております。なお、自己株式の消却により、その他資本剰余金の残高が負の値となったた

め、その他資本剰余金を零とし、当該負の値をその他利益剰余金から減額しております。

 
上記を含む取得及び消却等の結果、当中間連結会計期間末の資本剰余金の残高は7,935百万円、利益剰余金の

残高は10,853百万円、自己株式の残高は151百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２

産業設備
関連部門

産業素材
関連部門

機械部品
関連部門

計

売上高       

商品の販売等に係る収益 4,765 5,959 8,754 19,479 － 19,479

サービス等に係る収益       

仲介手数料 436 838 2 1,277 － 1,277

その他サービスに係る
収益

499 20 － 520 － 520

顧客との契約から生じる
収益

5,701 6,818 8,756 21,277 － 21,277

外部顧客への売上高 5,701 6,818 8,756 21,277 － 21,277

セグメント間の内部売上高
又は振替高

33 101 349 484 △484 －

計 5,735 6,919 9,106 21,761 △484 21,277

セグメント利益 295 140 355 792 4 796
 

(注) １　セグメント利益の調整額４百万円は、棚卸資産の調整によるものであります。

２　セグメント利益は中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

各報告セグメントに分配していない全社資産に含まれる保養所については、売却の意思決定を行ったこと及び

市場価額が著しく下落していたことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は当中間連結会計期間においては79百万円であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２

産業設備
関連部門

産業素材
関連部門

機械部品
関連部門

計

売上高       

商品の販売等に係る収益 7,312 13,424 9,810 30,547 － 30,547

サービス等に係る収益       

仲介手数料 350 463 3 818 － 818

その他サービスに係る
収益

449 2 － 452 － 452

顧客との契約から生じる
収益

8,112 13,891 9,814 31,817 － 31,817

外部顧客への売上高 8,112 13,891 9,814 31,817 － 31,817

セグメント間の内部売上高
又は振替高

14 220 288 522 △522 －

計 8,126 14,111 10,102 32,340 △522 31,817

セグメント利益 523 328 418 1,270 4 1,275
 

(注) １　セグメント利益の調整額４百万円は、棚卸資産の調整によるものであります。

２　セグメント利益は中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

各報告セグメントに属する主な取扱商品・サービスは以下のとおりです。

セグメントの名称 主な取扱商品またはサービスの内容

産業設備関連部門

鉄鋼、非鉄、自動車、化学、造船、プラントエンジニアリングなどの関連機械装置、電気機械設備、

検査装置、石油掘削関連機器、石油・天然ガス探鉱技術サービスなどの資源開発機器、電子機器、電子部品及び

ソフトウェア、計装制御システム、地震・振動計、画像処理装置、航空機搭載電子機器、地上支援電子機器、

航空機用機材、航法装置などを販売

産業素材関連部門
複合材料製造設備、繊維加工機械、食品加工機、樹脂加工機械、塗装設備、測定・分析装置、食品用副資材、

エンジニアリングプラスチック、樹脂、塗料、溶射材、建設用資材、合成複合材料、鋳鍛造品などを販売

機械部品関連部門
精密ファスナー（ねじ類）および関連機械器具工具、船舶補修部品、定荷重ばね、ぜんまい、ステンレス製各種

ばね類などを販売
 

 
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

(1) 収益の分解

当グループは、本社に製品・グループ別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについ

て国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「産業設備関連部門」、「産業素材関連部門」及び「機械部品関連部門」の３つの事業本部で計上される収益

を「売上高」として表示しています。

 
事業本部別の収益は「（セグメント情報等）１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関

する情報並びに収益の分解情報」に記載のとおりです。

 
 
(企業結合等関係)

（企業結合に係る暫定的な処理の確定）

2024年10月１日に行われた株式会社三幸商会との企業結合について、前連結会計年度において暫定的な会計処理

を行っておりましたが、当中間連結会計期間に確定しております。なお、前連結会計年度において暫定的に算定され

た負ののれんの金額に変動はありません。

 
2024年11月１日に行われた株式会社ウエルストンとの企業結合について、前連結会計年度において暫定的な会計

処理を行っておりましたが、当中間連結会計期間に確定しております。なお、前連結会計年度において暫定的に算定

されたのれんの金額に変動はありません。

 
 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

１株当たり中間純利益 62円29銭 77円57銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 767 937

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益(百
万円)

767 937

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,329 12,084
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第106期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）中間配当について、2025年11月12日開催の取締役会において、

2025年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　 421百万円

②　１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・　　　 35.00円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・2025年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年11月13日

極東貿易株式会社

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　　田　　真　　也  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木　　村　　純　　一  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている極東貿易株式会

社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。
 

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、極東貿易株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
 
 
 
 
 
 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結
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財務諸表に対する結論を表明することにある。
 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。
 

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。
 

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。
 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。
 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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